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科学技術イノベーション政策
と報道 

 
朝日新聞編集委員 高橋真理子 



政府と報道は共進化する 
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世紀の区切りに大変革 

 ２０世紀 

   文部省ー社会部  科学技術庁－科学部 

 

 ２１世紀（２００１年省庁再編） 

   文部科学省ー社会部、科学部 

   内閣府総合科学技術会議－科学部 

   経産省原子力安全・保安院－科学部、経済部 
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２０世紀を振り返る 
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１９９１年暮れの新聞広告 
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ケーススタディ：科学技術基本法成立 

 朝日新聞に初めて「科学技術基本法」の単語が現れ
たのは、１９９４年１１月１２日政治面「記者席」 

 筆者は現衆議院議員（自）の松島みどり記者 

 ２９１文字のコラム 
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94.11.12記者席 産・学・政に「科学熱」 

 
 自民党の尾身幸次代議士が中心になり、科学技術
基本法を次期通常国会で議員立法しようと他党に呼
びかけている。 

  梶山静六前自民党幹事長は村山富市首相に、産
業の空洞化対策として基礎研究の充実を説いた。橋
本龍太郎通産相が帰国したら、動きを本格化させる
考えだ。梶山氏は商工族仲間の与謝野文相に、「文
部省もしっかりしろよ」とハッパをかけたという。 

  通産、文部、科学技術の三省庁の枠を超え、新政
策を生み出せるだろうか。 
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科学技術基本法成立までの報道 

 ９４年１１月１２日 記者席 産・学・政に「科学熱」 

 ９５年１月１５日 短信 法案を提出 超党派グループ 

 ４月２１日 社説 志の高い科学技術立国を 

 ５月１８日 短信 連立与党がプロジェクトチーム設置 

 １０月２７日 短信 法案提出へ 

 １１月９日 ３面短信 科学技術基本法が成立 
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ケーススタディ：科学技術基本法成立 

 そして、 

 ９６年１月２７日 文化面 米本昌平氏の寄稿 

 

科学技術政策の新しい風 （科学をよむ） 

書き出しは「ほとんどの人は気づいてはいないだろうが、
いま科学研究の領域には新しい風が吹いている。」 
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科学技術基本法は、 

ほとんどの人が気づかないうちに 

成立した。 
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２１世紀の 

科学技術イノベーション政策報道 
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潮目を変えた記事は２００６年、 

小泉政権下に登場 
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記事データベースから 

 ８４年～２０００年 「科学技術会議」で検索 ４１２本 

  ＝年平均２４本 

 

 ２００１年以降「総合科学技術会議」で検索 ６１４本 

  ＝年平均５１本 
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３％理論 ｂｙ 高橋真理子 

 ２００３年ベストエッセイ集「うらやましい人」（文春文庫）
に採録された「ジャーナリズムから見た科学・技術と社
会」（初出は『学燈』２００２年３月号）で主張 

 そもそもは、１９９９年の地球惑星科学関連学会合同
大会で発表 

  日本社会における科学の割合は 

        ３％である 
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３％理論 （１９９９年） 

 ＧＤＰ（５００兆円）に対する研究開発投資額（１５兆円） 

 政府の一般会計（８１兆円）に対する科学技術関連予
算（３兆円） 

 朝日新聞東京本社の科学部記者（２３人）は東京本社
出稿部のほぼ４％ 

 朝日新聞紙面（一週間で約２６０ページ）における科学
面・医療面は２％、それ以外の面にも載る物も含めると
科学記事の割合は約３％ 

 

2013.1.30 ＧＲＩＰＳ 15 



経済ｖｓ科学、と考えてみると 

 ２０１２年１２月以降 

   経済財政諮問会議の記事  ４４件 

   総合科学技術会議の記事   ２件  

                          →５％ 

 １９８４年以降 

   経済財政諮問会議 ３８２４件 

   総合科学技術会議  ６５１件 

                          →１７％ 
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経済白書ｖｓ科学技術白書 

 １９８４年以降 

   「経済白書」で検索 １００６本 

   「科学技術白書」で検索 ８８本 

                        →９％ 
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本日初公開！ 「１０％理論」 

      

政策における科学と経済の比率は 

１対１０である 
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【参考】各種白書の紙面登場回数 

 厚生白書 １９７ ＋ 厚生労働白書４８＝２４５ 

 犯罪白書（法務省） ２２８ 

 警察白書（警察庁） ２２１ 

 通商白書 １７７ 

 科学技術白書 ８８ 

 青少年白書 ５４ ＋ 子ども・若者白書３＝５７ 

 男女共同参画白書 ４８ 

 障害者白書 ２８ 
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記者数からみた１０％理論 

 １９５７年に科学部が創設されて以来、基本的には科
学部記者は右肩上がりで増えてきた。 

 

 現在は「科学医療部」 

 資料によれば、東京本社の記者数は３９人 

 東京本社出稿部の約８％ 
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まとめ 

 「ほとんどの人が気づかないうちに成立した科学技
術基本法」の効果が、２１世紀に入って顕在化 

 科学技術予算がとりあえず増えた 

 科学技術がイノベーションと結びつけられることによ
って、科学技術政策が経済政策の一環と見なされる
ようになり、政策における科学の重みが増した 

 科学技術基本法とは直接関係がないが、２０００年以
降ノーベル賞受賞者が急増したことで、社会におけ
る科学の存在感も増した 
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まとめ 報道側の変化 

 省庁再編で、新聞社の取材態勢も大きく変わった→

昔ながらの部単位構造を意図的に壊した 

 日本の政治構造が変わり、政治記者の意識も変わっ
た。→「政局より政策」 

 デジタル化の大波を受け、新聞の役割も問い直され
る→細かいニュース報道より、解説、企画記事を重
視する方向へ 

  科学技術政策報道が進化、深化した 
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ＷＥＢＲＯＮＺＡという挑戦 

 ２０１０年６月に誕生した朝日新聞の有料言論ウェブ
メディア「ＷＥＢＲＯＮＺＡ」 

 当初は「政治・国際」「経済・雇用」「社会・メディア」の
３ジャンル 

 ２０１０年１２月に「科学・環境」が登場。 

 １１年になって「文化・エンタメ」も。 

 背景には、デジタルに打って出なければ新聞社の未
来はないという危機感 
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 【ＷＥＢＲＯＮＺＡ】はこちら 

 http://webronza.asahi.com/ 

 

 

   ご静聴ありがとうございました 
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http://webronza.asahi.com/


おまけ 

朝日新聞出版 

新書サイズ 
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